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「脱炭素化による産業構造変化に対する自動車部品企業の対応」に関する調査 

回答種別 回答方法 

専用WEBサイトからの

オンライン回答 

下記の URL または右の二次元バーコードより本アンケート

調査専用サイトに進んでいただき、ID・パスワードを入力のう

え、画面の内容に従ってご回答ください。 

 
https://ssforms.jp/datsutansoka 

アンケート票(本用紙)

に直接記入し郵送 

①該当する選択肢の番号を直接○印で囲んでください。 

②記入後は、同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

※インターネットでご回答いただいた場合、アンケート票のご返送は不要です。 
 

ID パスワード 

 

 

 

 

記入日 月          日 

 

記入者の氏名  

所属部署  

電話番号  

電子メール  

 

１．貴社の会社概要・部署や担当者の有無 

（１）貴社の会社概要についてお答えください。 

資本金 千円  ※単体 2023年3月末 

法人番号  ※国税庁法人番号公表サイトより確認可能 

決算月 月  

設立年 西暦                 年  

常時雇用者数 人 ※単体 2023年3月末 

女性従業員数 人 ※単体 2023年3月末 

社長の性別 １．男性  ２．女性 ※いずれか１つを選択 

女性役員比率 ％ ※単体 2023年3月末 

社員平均年齢 歳 ※単体 2023年3月末 

研究開発支出 １．支出あり    ２．支出なし ※いずれか１つを選択 
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（２）貴社の担当部署や担当者の有無についてお答えください。 

 担当部署 担当者【複数選択可】 ※担当部署ありの場合 

①市場調査 １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

②開発（製品） １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

③開発（ソフト） １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

④生産技術 １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

⑤ITシステム １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

⑥Industry4.0 

（製造DX）推進 
１．あり ２．なし 

１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

⑦脱炭素化推進 １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

⑧電動車関連事業 １．あり ２．なし 
１．専任あり ２．専任なし 

３．兼任あり ４．兼任なし 

 

２．事業概況  

（１）貴社の 2022 年度における事業概況についてお答えください。 

売上高 千円  ※単体 2022年度 

売上高に占める割合 ※単体 2022年度 

 自動車関連   

  乗用車 ％  

  商用車 ％ ※特殊車両を含む 

  二輪車 ％  

 非自動車関連 ％  

  計 １００％  

 

（２）貴社の自動車（四輪）関連の主要製品・加工技術についてお答えください。 

 

 

（３）貴社の製品・加工技術は、以下のパワートレインを搭載した自動車（四輪）に使用されていますか。 

【複数選択可】 

１．ガソリン ２．ディーゼル ３．HEV 

４．PHEV ５．天然ガス ６．バイオ燃料 ７．わからない  
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（４）貴社の自動車（四輪）関連顧客について、Tier 別に日系自動車メーカー名を記載してください。 

例えば、貴社が「トヨタ」の Tier 2 サプライヤーであれば、Tier 2 の欄に「トヨタ」とご記入ください。該当する自

動車メーカーがない Tier は空欄のままで構いません。【複数記載可】 

 日系自動車メーカー名 

Tier１  

Tier２  

Tier３以下   

 

（５）貴社の自動車（四輪）部品設計・生産準備における役割についてお答えください。【複数選択可】 

図面の作成 １．承認図 ２．貸与図 ３．図面の作成なし 

CAD の利用 １．2D CAD ２．3D CAD ３．利用なし 

CAM・CAE の利用 １．CAM 利用 ２．CAE 利用 ３．利用なし 

 

（６）貴社の自動車（四輪）関連事業のサプライチェーンにおける、各地域での拠点・仕入先の有無につい

てお答えください。【複数選択可】 

中国・香港 １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

韓国 １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

台湾 １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

ASEAN １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

インド １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

北米(USMCA) １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

欧州 １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

その他の国・地域 １．生産拠点あり ２．販売拠点あり ３．仕入先あり ４．いずれもなし 

 

（７）ASEAN に生産拠点をお持ちの場合、その国名についてお答えください。【複数選択可】 

１．インドネシア ２．カンボジア ３．シンガポール ４．タイ ５．フィリピン 

６．ブルネイ ７．ベトナム ８．マレーシア ９．ミャンマー 10．ラオス 

 

（８）貴社の 2022 年度における自動車（四輪）関連の地域別販売構成比についてお答えください。 

 販売の有無【複数選択可】 販売割合 

日本 1 ％ 

中国・香港 2 ％ 

韓国 3 ％ 

台湾 4 ％  

ASEAN 5 ％  

インド 6 ％  

北米(USMCA) 7 ％  

欧州 8 ％  

その他の国・地域 9 ％  

  計 １００ ％ 
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（９）ASEAN に出荷されている場合、その国名についてお答えください。【複数選択可】 

１．インドネシア ２．カンボジア ３．シンガポール ４．タイ ５．フィリピン 

６．ブルネイ ７．ベトナム ８．マレーシア ９．ミャンマー 10．ラオス 

 

（10）貴社で非自動車ビジネスを展開されている場合、主要製品・加工技術についてお答えください。 

 

 

（11）貴社の自動車関連製品の開発・ブランディング・販売方法についてお答えください。【複数選択可】 

製品開発 １．自社開発      ２．他社開発 

ブランド １．自社ブランド   ２．相手先ブランド 

E コマース １．自社サイト    ２．外部サイト    ３．検討中    ４．利用なし 

 

３．電動車シフトへの貴社の対応状況 

（１）化石燃料車が電動車に完全に置き換えられた場合、貴社の売上高にどの程度の負の影響が予測され 

ますか。売上高（総計）および自動車（四輪）関連の売上高の減少幅についてお答えください。 

【それぞれ〇は 1 つ】 

BEV への完全シフト 

売上高（総計） 

１．負の影響なし ２．～25％減 ３．～50％減 

４．～75％減    ５．～100％減 ６．わからない 

BEV への完全シフト 

自動車（四輪）関連のみ 

１．負の影響なし ２．～25％減 ３．～50％減 

４．～75％減    ５．～100％減 ６．わからない 

 

FCV への完全シフト 

売上高（総計） 

１．負の影響なし ２．～25％減 ３．～50％減 

４．～75％減    ５．～100％減 ６．わからない 

FCV への完全シフト 

自動車（四輪）関連のみ 

１．負の影響なし ２．～25％減 ３．～50％減 

４．～75％減    ５．～100％減 ６．わからない 

 

（２）自動車の電動化への対応について、ビジョン・戦略・計画の作成についてお答えください。 

作成の有無 【○は１つ】 
１．作成済み ２．作成中 

３．作成を検討中 ４．作成予定なし 

作成（予定含む）年 西暦               年 

作成（予定含む）されている場合、どの電動車がターゲットに含まれますか。【複数選択可】 

１．HEV ２．PHEV ３．BEV ４．FCV  
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（３）電動車（BEV・FCV）・電動二輪車向け製品の開発や生産、生産受注に向けた取り組みについて 

お答えください。 

BEV 向け 

【複数選択可】 

１．納品済 ２．受注済 ３．受注活動中 

４．開発中 ５．検討中       6．取り組みなし 

FCV 向け 

【複数選択可】 

１．納品済 ２．受注済 ３．受注活動中 

４．開発中 ５．検討中       6．取り組みなし 

電動二輪車向け 

【複数選択可】 

１．納品済 ２．受注済 ３．受注活動中 

４．開発中 ５．検討中       6．取り組みなし 

 

（注）上記（３）で、すべて「6．取り組みなし」の場合は（６）へお進みください。 

 

（４）電動車（BEV・FCV）・電動二輪車向け製品の開発や生産、生産受注に向けて、何らかの取り組み

（検討中を含む）を行っている企業はお答えください。 

取り組み開始年 西暦           年頃 ※電動車（BEV・FCV）・電動二輪車向け製品の開始年 

生産開始年 西暦           年頃 ※電動車（BEV・FCV）・電動二輪車向け製品の開始年  

ターゲット顧客 

【複数選択可】 

１．既存の顧客（既存の四輪車・部品企業） 

２．新規顧客（既存の四輪車・部品企業で過去に取引関係がなかった企業） 

３．新規顧客（EV スタートアップ企業） 

４．新規顧客（異業種からの新規参入 EV 企業） 

５．既存の顧客（既存の二輪車・部品企業） 

６．新規顧客（既存の二輪車・部品企業で過去に取引関係がなかった企業） 

７．新規顧客（電動二輪スタートアップ企業） 

８．新規顧客（異業種からの新規参入電動二輪企業） 

ターゲット市場 

【複数選択可】 

１．日本 ２．中国・香港  ３．韓国 ４．台湾 

５．ASEAN ６．インド ７．北米(USMCA)   ８．欧州 

９．その他の国・地域  

ターゲット市場に「５.ASEAN」および「９.その他の国・地域」を選択した場合、具体的な国名をお答えくださ

い。【複数選択可】 

 ASEAN 

１．インドネシア ２．カンボジア ３．シンガポール ４．タイ 

５．フィリピン      ６．ブルネイ ７．ベトナム ８．マレーシア 

９．ミャンマー 10．ラオス 

 その他の国・地域  

具体的にどのような製品の開発や生産、受注に取り組みをされているかご記入ください。 
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（５）電動車（BEV・FCV）・電動二輪車向け製品の開発や生産、生産受注に向けた取り組みの理由を

お答えください。【最も重視する理由を 3 つまで】 

１位  ２位  ３位  

１．既存顧客からの相談や要請  

２．新規顧客からの相談や要請  

３．新規顧客獲得の可能性  

４．国内同業他社の EV 化への対応  

５．海外同業他社の EV 化への対応  

６．海外自動車市場の EV シフト  

７．カーユーザーの潜在ニーズ  

８．EV 関連技術の可能性・技術的課題への挑戦  

９．日本政府・自治体の EV 推進政策  

10．海外政府・自治体の EV 推進政策  

11．脱炭素化に向けた国際合意形成  

12．株主からの提案・要望・プレッシャー 

13．自社の ESG、SDGs 経営推進のため  

 

（６）電動車（BEV・FCV）シフトが進展するなか、BEV・FCV 向け製品への参入以外の取り組み状況に

ついてお答えください。【複数選択可】  

１．ガソリン車・ディーゼル車（新車） 向け既存製品分野の強化 

２．ガソリン車・ディーゼル車（新車） 向け製品分野の拡大 

３．ガソリン車・ディーゼル車（中古車） 向け補修部品・アクセサリの強化  

４．コネクテッド向け製品の開発や生産  

５．自動運転向け製品の開発や生産  

６．電動アシスト自転車・電動カート・シニアカー向け製品の開発や生産  

７．超小型モビリティ向け製品の開発や生産  

８．配送ロボ・警備ロボ向け製品の開発や生産  

９．ドローン向け製品の開発や生産  

10．電動飛行機・空飛ぶ自動車向け製品の開発や生産  

11．既存の非自動車事業の強化  

12．新規非自動車事業の開発 

13．取り組みはない 

具体的にどのような取り組みをされているかご記入ください。 
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（７）電動車（BEV・FCV）シフトへの対応策を検討・採用される場合、どのような要因を重視するか上位

３つを選択し、それぞれ番号を記入してお答えください。【最も重視する要因を 3 つまで】 

１位  ２位  ３位  

１．要素技術開発動向 ２．ターゲット市場の政府の政策 

３．消費者にとってのメリット ４．事業化に向けたスピード 

５．参入のタイミング ６．自社の製品技術 

７．自社の生産技術 ８．自社の生産設備 

９．自社の職人技・ノウハウ 10．自社の試験・検査設備 

 

（８）電動車（BEV・FCV）シフトへの対応に伴う課題解決のためにどのような対策を取っているかについて 

お答えください。【複数選択可】 

１．顧客との協業          ２．サプライヤーとの協業    ３．異業種との協業 

４．技術導入（ライセンシング） ５．企業買収（Ｍ＆Ａ）   ６．スタートアップへの出資 

７．事業売却            ８．人材の新規採用      ９．社員のリカレント教育・リスキリング 

10．大学との協業          11．公設試験場の活用     

12．自治体の産業振興機関（機構）の活用 

 

（９）経済産業省の自動車産業「ミカタプロジェクト」（カーボンニュートラルに向けた自動車部品サプライヤー

事業転換支援事業）が提供する支援の活用状況についてお答えください。【〇は１つ】 

１．活用している・申請している 

２．「ミカタプロジェクト」を知っているが活用していない 

３．「ミカタプロジェクト」を知らないので分からない 

４．活用しているか分からない 

 

（10）貴社の電動車（BEV・FCV）へのシフトを躊躇させる（させた）要因について、重要な理由上位３つ

を選択し、それぞれ番号を記入してお答えください。【最も重要な理由を 3 つまで】 

１位  ２位  ３位  

１．パワートレイン間の競争の帰結が不確実であること 

２．バッテリーの技術的課題  

３．バッテリー原料鉱物産出国の偏在・枯渇不安  

４．充電・充填インフラの未整備 

５．再エネ生産・輸送・貯蔵の技術的課題  

６．再エネ生産・供給体制の未整備  

７．BEV・FCV のライフサイクル全体での環境負荷 

８．日本政府のリーダーシップの欠如 

９．国内自動車メーカーの戦略の不明確さ 

10．自社の経営・雇用へのマイナス影響の大きさ 

11．国内の軽自動車需要の根強さ 

12．国内外のガソリン車・ディーゼル車需要の根強さ 

13．BEV・FCV 関連市場への参入の難しさ 
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４．動力源の将来見通し  

（１）2030 年、2050 年時点で、主にどのパワートレインや燃料が市場で選択されていると考えるかお答えく

ださい。 

2030 年 

【〇は３つまで】 

１．ガソリン車・ディーゼル車   ２．天然ガス    ３．BEV 

４．FCV        ５．バイオ燃料         ６．水素・アンモニア直噴 

７．HEV        ８．PHEV           ９．合成燃料（e-fuel） 

2050 年 

【〇は３つまで】 

１．ガソリン車・ディーゼル車   ２．天然ガス    ３．BEV 

４．FCV        ５．バイオ燃料         ６．水素・アンモニア直噴 

７．HEV        ８．PHEV              ９．合成燃料（e-fuel） 

 

（２）脱炭素化の動きも考慮した上で、2030 年、2050 年時点で、貴社の事業にとって理想的なパワー 

トレインや燃料はどれかお答えください。 

2030 年 

【〇は３つまで】 

１．ガソリン車・ディーゼル車   ２．天然ガス     ３．BEV 

４．FCV        ５．バイオ燃料          ６．水素・アンモニア直噴 

７．HEV        ８．PHEV               ９．合成燃料（e-fuel） 

2050 年 

【〇は３つまで】 

１．ガソリン車・ディーゼル車   ２．天然ガス     ３．BEV 

４．FCV        ５．バイオ燃料          ６．水素・アンモニア直噴 

７．HEV        ８．PHEV               ９．合成燃料（e-fuel） 

 

（３）動力源の変化（上記（１）と（２）のご回答）を考慮した場合、今後、部品の製造拠点として有

望な国・地域はどこかお答えください。【〇は３つまで】 

生産国・地域 
１．日本 ２．中国・香港   ３．韓国 ４．台湾 

５．ASEAN ６．インド ７．北米(USMCA)   ８．欧州 

９．その他の国・地域  

生産国・地域に「5.ASEAN」および「9.その他の国・地域」を選択した場合、具体的な国名をお答えくださ

い。【複数選択可】 

 ASEAN 

１．インドネシア ２．カンボジア ３．シンガポール ４．タイ 

５．フィリピン     ６．ブルネイ ７．ベトナム ８．マレーシア 

９．ミャンマー 10．ラオス 

 その他の国・地域  

これらの国・地域を有望と考える理由をご記入ください。 
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（４）動力源の変化（上記（１）と（２）のご回答）を考慮した場合、今後、部品の生産拠点を選択す

る際に重視される要因はどれかお答えください。【〇は３つまで】 

１．経済規模           ２．賃金           ３．ビジネス活動の自由 

４．ものづくり人材の質      ５．政治的安定  ６．エンジニアの質 

７．政治的自由          ８．素材・部品関連産業の集積       ９．安全保障 

10．IT 産業の集積        11．防災インフラ     12．バッテリー原料鉱物の国内供給 

13．知的財産の保護       14．産業インフラ     15．データ流通の自由 

16．データ保護 

 

５．その他の経営課題  

（１）貴社にとって優先度の高い経営課題について、重要な理由上位３つを選択し、それぞれ番号を記入し

てお答えください。【重要な理由３つまで】 

１位  ２位  ３位  

１．電動車関連事業の開発 ２．事業多角化  

３．二酸化炭素排出量の削減 ４．Industry4.0（製造 DX）  

５．事業承継 ６．技術承継  

７．人手不足 

 

（２）貴社の環境経営に関する取り組み状況についてお答えください。 

①電気消費のリアルタイ

ム計測【〇は１つ】 

１．全社的に計測 ２．一部の工場・事業所で計測 

３．一部の工場・事業所で試験的に計測       ４．計測なし 

②自家発電導入実績

【複数回答可】 

１．太陽光 ２．風力 

３．バイオ燃料 ４．小水力      ５．導入なし  

③CO2 排出量の算出 

【複数回答可】 

１．Scope１を算出 ２．Scope２を算出 

３．Scope３を算出 ４．算出なし ⇒ ⑤へ 

④上記③で「１～３」

を回答した場合の算出

動機【〇は１つ】 

１．自社の環境経営方針 ２．顧客からの照会  

３．株主・金融機関対応 ４．その他の利害関係者対応 

５．CBAM 対応           6．コスト削減 

⑤重点的に取り組む 

SDGs 目標の有無 

【〇は１つ】 

１．選定済み ２．検討中 ３．選定予定なし 

⑥社内 EV 充電ステー

ションの設置有無 

【〇は１つ】 

１．設置済み ２．検討中 ３．設置予定なし 
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（３）貴社でのデータ流通基盤の活用見通しについてお答えください。 

Catena-X 

【〇は１つ】 

１．導入済み ２．試用中 ３．検討中 

４．検討予定 ５．検討・利用の予定なし    ６．わからない 

ウラノス・エコシステム 

【〇は１つ】 

１．利用予定 ２．検討中 ３．検討予定 

４．検討・利用の予定なし ５．わからない 

※「Catena-X（カテナエックス）」とは、欧州の自動車業界向けデータを共有するための取り組み。自動車 

メーカーや自動車部品メーカーがサプライチェーン全体にわたってデータを共有するための標準規格を策定し 

たり、データ共有のための基盤を提供したりしています。 

※「ウラノス・エコシステム」とは、企業や業界、国境を越えてデータを共有して活用するための「サプライチェーン 

データ連携基盤」の構築に関する日本における取り組みの総称です。 

 

（４）貴社での生成 AI（ジェネレーティブ AI・例：ChatGPT）の活用状況についてお答えください。 

活用状況 

【〇は１つ】 

１．導入済み ２．試用中 

３．検討中 ４．利用の予定なし  

どの業務で効果を期

待しているか 

【複数選択可】 

１．企画 ２．総務 ３．製造 

４．調達 ５．物流 ６．改善活動 

７．営業 ８．研究開発 ９．広報・IR 

10．情報システム  

 

６．国への要望 

（１）国への要望がございましたら自由にご記入ください。 

 

 
 

７．本調査について  

（１）本調査についてのご意見や、自動車をめぐる政治・経済・社会情勢、貴社を取り巻く事業環境などにつ

いてのご感想など、ご自由にご記入ください。今後の調査内容の参考にさせて頂きます。 

 

 

以上でアンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。 

アンケート用紙は同封の返信用封筒で 2024 年３月１日（金）までにご返送ください。 

※インターネットでご回答いただいた場合、ご返送は不要です。 


